
  

耐震診断関係 用語解説 

 

１１１１    新新新新耐震基準耐震基準耐震基準耐震基準    

 

現在の耐震基準は、昭和 53 年の宮城県沖地震を受けて建築基準法施行令の

中の耐震基準の改正が行われたものであり、昭和５６年６月１日から「新耐

震設計法」が導入されております。 

平成 7 年の兵庫県南部地震の被災状況によると、新耐震基準施行後の建物

については比較的大きな被害は受けていなかったと報告されております。 

したがって、旧耐震基準の建物については耐震診断を行い、耐震性能が不

足している建物については補強する必要があります。 

 

２２２２    耐震診断耐震診断耐震診断耐震診断    

 

耐震診断とは、新耐震基準（昭和５６年６月１日）施行以前の建物につい

て、地震に対する安全性を構造力学上診断するものであり、その診断結果は、

構造耐震指標（Ｉｓ値）で表されます。 

 

３３３３    構造耐震指標構造耐震指標構造耐震指標構造耐震指標（（（（IsIsIsIs 値値値値））））    

 

構造耐震指標（Ｉｓ値）とは、耐震診断の結果、建物の強度、形状、経年

劣化の要因等から評価される建物の耐震性能を表す指標です。 

国土交通省の「耐震改修促進法における技術的指針」によれば、Ｉｓ値０．

６以上の場合、耐震性のある建物と定義されますが、文部科学省では地震時

における児童生徒等の安全確保を十分なものとするためにＩｓ値０．７以上

を基準値として設定しております。したがって、Is 値０．７未満の建物は０．

７以上になるよう補強する必要があります。 

Ｉｓ値に係る指標 

Ｉｓ＜０．３ 地震に対して倒壊または崩壊する危険性が高い 

０．３≦Ｉｓ＜０．６ 地震に対して倒壊または崩壊する危険性がある 

０．６≦Ｉｓ 地震に対して倒壊または崩壊する危険性が低い 

（平成 18 年 1 月 25 日国土交通省告示第 184 号による。） 

 

４４４４    保有水平耐力指標保有水平耐力指標保有水平耐力指標保有水平耐力指標（（（（qqqq 値値値値））））    

 

保有水平耐力とは、建物が地震による水平方向の力に対して対応する強さ

をいい、各階の柱、耐力壁、筋交いが負担する水平せん断力の和として求め

られる値をいいます。保有水平耐力に係る指標（q 値）は、１．０以上あれば

倒壊や崩壊の危険性が低く、１．０未満では危険性があるとされています。 



  

 

５５５５    耐力度調査耐力度調査耐力度調査耐力度調査（（（（耐力度点数耐力度点数耐力度点数耐力度点数））））    

 

耐力度調査とは、建物の構造耐力、経年による耐力低下などを総合的に調

査し、建物の老朽化の度合いを評価するものです。この調査の結果、点数の

低い建物ほど耐力が低い建物とされております。文部科学省の補助事業であ

る危険改築事業の場合、昭和４５年以前の建物は５，０００点、昭和４６年

以降の建物は４，５００点以下を補助採択要件としています。 

 

６６６６    耐震化優先度調査耐震化優先度調査耐震化優先度調査耐震化優先度調査（（（（優先度優先度優先度優先度ランクランクランクランク））））    

 

耐震化優先度調査とは、どの建物から耐震診断または耐力度調査を実施す

べきか、その優先度を検討するために行う調査であります。その結果は①～

⑤までの 5 段階の優先度ランクに判定され、その数値が低いほど優先度が高

いとみなされます。 

 

７７７７    学校別耐震学校別耐震学校別耐震学校別耐震診断結果表診断結果表診断結果表診断結果表            ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊    別表別表別表別表のとおりのとおりのとおりのとおり    ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊    

 

記載欄の説明 

①耐震診断対象建物 

   文部科学省の「耐震改修状況調査」に該当する建物が対象となっており、

その区分としては、昭和５６年 6 月 1 日以前に建築された校舎・屋内運動

場のうち、非木造の 2 階建て以上または延べ床面積 200 ㎡以上の建物が対

象になります。 

②棟番号 

建築時の文部科学省の採択区分により棟番号を付しておりますが、耐震

診断や補強計画、工事などの際には同一構造体の場合は１棟として、また、

エキスパンションジョイントなどで区切られているときはそれぞれ別棟と

して取り扱っております。 

③構造の表示 

Ｒ：鉄筋コンクリート造 

Ｓ：鉄骨造 

ＳＲＣ：鉄骨鉄筋コンクリート造 

④面積 

延べ床面積で表示しております。 


